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防災に関する年間行事



防災に関する年間行事（令和８年度）

昨年度に引き続き、全救援センターでの開設運営訓練や庁内訓練・庁外防災機関との
連携訓練を通して、災害対応力の向上を図る。
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令和８年度
３月２月１月12月11月10月９月８月７月６月５月４月

訓
練

救援センター
開設運営訓練

庁内訓練

庁外関係機関
連携訓練

イベント

会議
第一回

震災・風水
害対策推進
本部会議

第二回
震災・風水
害対策推進
本部会議

防災会議

立教学院
防災フェス 防災フェス

全救援センターにて実施

システム
操作訓練

災対本部
開設訓練

ＩＰ無線
通信訓練

給水訓練
（文京高校）

職員安否参
集確認訓練

ＩＰ無線
通信訓練
（事業者）

図上訓練
（震災）

非常参集訓練
（全職員）

被災者生活
再建支援
システム
操作研修

給水訓練
（西池袋公園）

東京消防庁
合同訓練

帰宅困難者
対策訓練
（予定）

東京消防庁
合同訓練

第三回
震災・風水
害対策推進
本部会議

※上記スケジュール他、東京都主導訓練（風水害図上訓練・首都直下地震図上訓練・画像定期通信訓練）に参加予定（実施日未定）

総合防災シス
テム説明会
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令和８年度総合防災訓練（図上訓
練）及び非常参集訓練の実施



令和８年度 総合防災訓練（図上訓練）
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訓練の概要

令和８年９月１日（火）
午前８時４５分〜午後４時００分

日時

各執務室
本部会議は５１０会議室

場所

令和８年９月１日（火）午前８時４５分発災
※都心南部直下地震（豊島区最大震度６強）

想定

①災対本部員（三役・災対各部長・担当部長・一部課長）
②災害対策要員
③災害対策各部（※可能な限り多くの方の参加をお願いいたします。）

参加対象者
※①②は必ず参加



令和８年度 総合防災訓練（図上訓練）
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防災課が被害想定をもとに設定する条件下において、災対各部
の災害対策担当業務を実施していく条件付与型の図上訓練
（※後日説明会実施）

訓練形態

総合防災システム上で付与される火災や道路被害、他の災対各
部からの要請や問い合わせ等に対応する。

訓練で付与される
条件等

令和８年９月１日（火）午前８時４５分発災から約７時間訓練の時間軸

２回実施、災対各部が報告事項資料を作成・報告する。
第１回：午前１１時から正午
第２回：午後３時から午後４時

災害対策本部会議
（※次頁に詳細記載）

訓練の前提条件



災害対策本部会議 協議・決定事項例
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第１回災害対策本部会議（開催時間：午前１１時~正午）

第２回災害対策本部会議（開催時間：午後３時~午後４時）

• 被害状況の把握
• 災害応急対策の方針（人命救助・負傷者救護・二次災害防止等）
• 職員参集状況確認
• 災対各部間の調整事項
• 第２回本部会議までの対応指示

• 被害及び対応状況
• 災対各部間の調整事項
• 明日までの対応方針及び今後３日間の計画（※本訓練の重点事項） など



訓練の流れ
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システムを利用した訓練イメージ
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【指令情報部】
重要〇〇1丁目1番1号で大規模火災発生。
多数の死傷者発生
【災対土木部】
〇〇２丁目２番２号で道路陥没による通
行止め発生

災対各部で施設被害や要請等を入力しつつ、
被害状況をシステムで確認し、必要な対応を検討します。状況に応じて他部へ依頼します。

総合防災システム

災対衛生部

【医療連絡班へ】
緊急医療救護所の開設状況を報告してください。
また、医療スタッフの参集状況を報告してください。

【医薬指導班へ】
●●１丁目１番１号で大規模火災が発生との情報あり。●●緊急
医療救護所に多くの負傷者が来る可能性があるため、医薬の不足
が想定されます。至急、医薬を搬送してください。

【指令情報部へ】
●●緊急医療救護所にて、災害拠点病院への要搬送者が●名発生。
搬送用車両●台を至急要請します。

指令情報部

了解。車両●台を●●緊急医療救護所へ派遣します。緊急医療救
護所周辺●●２丁目２番２号で道路陥没が発生しているため迂回
が必要です。●●分以上、到着に時間がかかる可能性があります。

医薬指導班

了解。災害薬事センターから●●緊急医療救護所へ医薬を搬送し
ます。

医療連絡班

緊急医療救護所１０か所のうち８か所が開設済。
残り２か所は開設準備中。開設済の８か所は全員が参集していま
すが、残り２か所は半分が参集して開設準備を行っています。



令和８年度 非常参集訓練（案）

10

訓練の概要
業務時間外における、首都直下地震の発生を想定し、「全員配備態
勢」発令時の職員登庁訓練を実施することで、都心部の公共交通機
関の使用ができない状況下における、登庁ルートの確認と参集意識
の浸透を図る。

目的

令和８年８月1日（土）〜12月28日（金）のいずれか1日
※実施日は各所属で割振調整

日時

全職員
※配慮申請承認者及び会計年度任用職員、自身の事情や職務の都合により徒歩参集
が困難な場合を除く。

参加対象者

• 通常の出勤時間に自宅を出発し、原則として正午までに通常の勤務場所へ登
庁する（13時から通常業務に従事することを基本とする）。

• 自宅を出発し、2時間を目安に徒歩にて参集する。正午までに登庁が困難も
しくは疲労等の事情が生じた場合は、公共交通機関を併用して参集する。

• 原則、国道、都道を使って庁舎まで登庁する。

訓練内容



昨年の訓練と本年の訓練
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＜令和８年度＞＜令和7年度＞

＜想定＞
環状7号線内側の
公共交通機関が停止

区役所 区役所

2時間を目安に
自宅から徒歩で参集。
その後、公共交通機関を併用して
正午までに登庁（自転車のみも可）

徒歩又は自転車又は
環状7号線まで公共交通機関、
その後徒歩

環状７号線

R7…電車＋環７内側徒歩

R8…徒歩スタート＋電車
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豊島区業務継続計画の修正
（令和８年度実施）



豊島区業務継続計画の改定

平成31年3月の最終改定以降、これまで見直しが行われていなかった豊島区業務継続
計画について、現状に即した内容とするため改定を行う。
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背景

• 令和４年には「首都直下地震による東京の被害想定」の見直しがあり、そ
れを受けて本区においてもその被災想定を前提条件として豊島区地域防災
計画を大幅な修正を実施した。さらに、令和6年能登半島地震の発生を受け、
国や東京都が新たな指針や対策の方向性を示しており、これらを反映する
必要がある。

• また、区役所内では全庁的な災害対策の検討を進めてきた中で、災害時の
業務継続に関する課題や、組織横断的な連携体制の強化が求められる点が
明らかとなってきた。

• これらの状況を総合的に踏まえ、災害発生時においても区民生活を支える
行政機能を確実に維持するため、業務継続計画を見直すものである。

国や都の動向や全庁的な災害対策の検討
状況等を反映させる必要がある 現計画の課題 現計画の前提条件の点検・見直しが必要

今後の予定 第２回震災・風水害対策推進本部会議以降に
全庁に見直し依頼。年内の計画完成を目指す。

本日
７月（予定）

第２回震災・風水害対策
推進本部会議

防災課にて業務継続計画の
前提条件の見直しと整理

同会議で前提条件の提示
会議後、全庁に見直し依頼

首都直下地震による被害想定
（令和４年公表）

豊島区地域防災計画の大幅修正

全庁的な災害対策の検討状況

豊島区
業務継続計画

反映

非常時優先業務選定基準の設定
（現計画には、発災直後に人命救助・救出の業務が優先される等の
発災から経過時間に伴った明確な選定基準が定められていない）

課題1

参集可能人数の点検
（R７年度実施の非常時参集訓練結果の反映）課題2

９月１日訓練

各部が見直し案を
もとに訓練を実施
訓練後にも適宜修正

１２月末

改定計画完成



非常時優先業務（応急対策業務および優先度の高い通常業務）の例

14

区民の生命、生活及び財産の保護豊島清掃事務所→→→→→着手

災害時排出される
家庭ごみ等の収集、

運搬及び処分
応急・復旧作業班作業課

909090905030必要人数

災害発生後の区内家庭から分別排出されたごみの収集を行う。業務の内容

①清掃工場等搬入場所の被害状況や道路状況の情報収集
②収集作業開始
以降、応急対策・復旧状況に応じて収集継続

業務目標

区民の生命、生活及び財産の保護ごみ減量推進課→→→→→着手

し尿処理応急・復旧管理班管理課

222222必要人数

地域防災計画では、発災から3日目までマンホールトイレ等の備蓄しているトイレで対応し、3日目以降にし尿の収集体制が整った段階で仮設トイレを設置、し尿の収
集を行う。なお、特別区内で稼働しているし尿の収集を行うバキューム車は約120台で、必要なバキューム車を特別区内で賄うことは不可能なため、早期に特別区共
同で都や（公益財団法人）全国都市清掃会議等に支援の要請を行う。

業務の内容

発災後、救援センター等の被害状況を把握し、し尿処理の収集の必要量を算定する。①家庭ごみで収集する携帯トイレの利用とマンホールトイレの利用を優先する。
②それでも仮設トイレを使う場合は、極力バキューム車を使わない方向で進める。③今後は、自然分解するトイレの導入を検討する。3日目以降、可能な限り早期に
し尿の収集体制を整え、仮設トイレからのし尿の収集を開始する。

業務目標

区民の生命、生活及び財産の保護ごみ減量推進課→→→→→着手

災害時排出されるご
み等の収集に関す

る計画の策定
応急・復旧管理班管理課

222222必要人数

災害発生時の災害廃棄物処理計画及び災害廃棄物処理実行計画の策定業務の内容

発災後、すぐに情報収集・被害状況把握、土木部、清掃事務所、清掃工場等関係機関との連絡調整を行う。また、ごみ量の予測、事務所収集体制・能力を確認し、
限定的な作業計画の策定に着手する。
災害廃棄物処理計画に基づき初動体制を整え、対応にあたり、発災から一カ月程度経過し、被害の全体像が見えた段階で災害廃棄物処理実行計画を策定し、災
害廃棄物の処理にあたる。

業務目標

応急対策業務

優先度の高い通常業務

※現計画から一部抜粋

※現計画から一部抜粋
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保健・医療・福祉の連携について
（課題共有）



保健・医療・福祉の連携について（課題共有）

災害時には、保健、医療、福祉が複雑に絡み合う複合的な課題が発生する。
単独の部署では対応しきれないため、連携した対応が必要となる。
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どれか一つの分野だけでは対応しきれないこと、支援の抜け漏れや重複を防ぎ、確実に支援を届
ける必要があることから、保健・医療・福祉・防災による連携を検討する必要がある。

連携がなされないことで発生する問題

• 同じ家庭に複数回訪問することになり、支援が必要な人に
負担をかける

• 一方で、本当に支援が必要な人に誰も行けない状況が発生
するおそれがある

• 情報が共有されず、支援が遅れる

連携がなされないことが支援が必要な人への負担となる

災害時に発生する複合的な課題

被災者の困りごとは多岐に渡り、相互に影響する

• 怪我や急病（医療）
• 持病の悪化や薬の不足（医療・保健）
• 衛生環境の悪化、感染症リスク（保健）
• 高齢者・障害者の避難支援（福祉）
• 介護サービスの停止（福祉）
• 心のケア（保健・福祉）

1人の被災者が
抱える困りごと

（例）



国による共通様式国による共通様式 出典：「被災者に関する標準的なヒアリングシートの積極的な活用について」（令和7年10月15日、内閣府・厚労省）
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災害ケースマネジメント実施の流れ災害ケースマネジメント実施の流れ 出典：「災害ケースマネジメント実施の手引き」（令和5年3月、内閣府（防災））９ｐ
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豊島区備蓄物資計画の修正



豊島区備蓄物資計画の修正
豊島区備蓄物資計画策定（令和５年１２月）以降、更なる避難所環境の改善を図るた
め、女性の視点ＰＴでの検討や国・都の指針を踏まえ、備蓄品目の充実を図った。
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修正までの経緯と主な修正点

•国や都の動向、各種参考文
献を踏まえ、備蓄物資数の
算定根拠・方法を明確化し
た備蓄物資計画

「豊島区備蓄物資計画」
（令和５年１２月）

•「女性の視点からみた防災ＰＴ」
（令和６年度）

•「避難所運営等避難生活支援のた
めのガイドライン」
(令和６年１２月内閣府改定)

•「東京トイレ防災マスタープラ
ン」(令和７年３月都策定)

女性の視点ＰＴでの検討
新たな国・都の指針や改定

• 女性の視点ＰＴで要望のあった衛生用
品や使い捨てカイロ等の備蓄品を新た
に配備

• 従来の段ボール間仕切りから、よりプ
ライバシーの確保されたワンタッチテ
ントに移行

• 質の高いトイレ環境の実現のため、簡
易トイレ（自動密封式）を配備

主な修正点

反映



豊島区備蓄物資計画の修正

計画に反映した主な備蓄品については以下のとおりです。
今後も、国・都の指針を踏まえ、要配慮者に配意した備蓄品の導入を進めていきます。
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保湿クリームおりものシート

使い捨てカイロからだふきシート

尿漏れパッド防犯用ホイッスル

ゴミ袋蓄電池

洗濯ばさみ・物干し
ラック

携帯用充電器・コー
ド

女性の視点からみた
防災ＰＴ

ワンタッチテントの配備 自動密封式
簡易トイレの配備

移行 衛生面を考慮した
自動密封式の簡易トイレ

３５台

 足が不自由等の身体的な理由か
らマンホールトイレまでの移動
が困難な方が主にお使いいただ
けるよう、全避難所へ２台ずつ
配備予定

 これまでの段ボール間仕切りか
ら、女性や子どもに配意し、よ
りプライバシーが確保されたワ
ンタッチテントへ移行

 女性目線での避難所運営実現の
ため、女性の視点ＰＴで要望の
あった備蓄品を配備
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コールセンターの災害時対応



コールセンターの災害発生後対応（検討状況）

※コールセンターでの聞き取り情報（防災課確認）
①安否確認 ②救助要請 ③マスコミの取材 ④それ以外（原則、HPを確認するよう伝達）

１．現行受電体制

２．現在のコールセンターとの災害時における契約状況
令和8年度「豊島区役所コールセンター運営業務委託」仕様書
7.4.1 非常時におけるコールセンターの役割
 予め想定可能な対応については、本区と協議の上、対応手順・内容等を策定しておくこと。
なお、震災（地震災害）発生時の対応については、本区との協議により別途定めるものとする。
⇒現時点で、受託者との協議は行われていない。

現状 対応先 体制について

開庁時
（平日・土曜日8：30～17：15）

コールセンター
（委託事業者）

２～５人

閉庁時 宿直（職員） １～２人

体制

３．非常時（発生時から７２時間程度）におけるコールセンターの役割
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４．検討状況 ●現状・♦今後の方針

①役割の明確化
１）コールセンターの役割
 ⇒役割が不明確なため、どこまで人員等を確保して
  もらうのか未調整（OP人数、期間、時間帯等）

●現行の契約内容ではカバーされていない。
♦コールセンターが対応できない時間の区としての受電体制
の検討が必要

２）区の役割
 ♢全庁的・横断的な役割分担が未整備
  ⇒・災害時の電話の転送先不明
   ・聞き取った場合、内容をどこにどのように
    伝達するのか未整理
       ↓
 ♢全庁的なマニュアル・FAQの作成が必要となる
 ♢防災アプリ等を活用したオンラインでの安否情報
  の連絡方法が未整備。

♦全庁でのBCP（職員体制含む）の見直し

コールセンターでの体制拡充には限界があるため、区として
別の電話番号を設置する必要性について検討が必要

３．事前の周知 防災課や広報課と連動した検討が必要※いかに受電件数を減らすのか事前の対策が重要である。
♢防災アプリの有用活用
♢災害時のHP機能と受電対応との連動

課題
●発生からの経過時間で対応が大きく異なると思われるが、
能登等他自治体の被災時のデータがないため、時系列での具
体的な受電体制や対応方針の策定が困難になっている。
♦時系列での受電内容の変化分析…災害対策本部との調整
◆閉庁時の受電対応…災対総務部や宿直との調整

２．受電体制 

１．必要な検討の視点 時系列（２４時間、７２時間、それ以降）など発生直後や一
定期間経過後の区全体の（コールセンターを含む）対応につ
いて整理ができていない。

発生時別
開庁時・閉庁時（夜間・日曜・祝日・年末年始）など発生時
間毎の初期の受電体制を区全体（代表電話・宿直・各課直
通）でどう調整するのか決まっていない。

②膨大な問い合わせが発生した場合の対応
大量に発生すると見込まれる「放棄呼・待ち呼」への対応方
針が固まっていない。（７２H以内）
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